令和　　　年　　　月　　　日
古賀市長　　あて
　　　　　　　　　　　受注者
　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(\d\fo"商号又は名称　"(),商号又は名称)
　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(\d\fo"代表者　　　　"(),代表者)　　　　　　　　　　　　　　　　　印
誓　　約　　書
今回受注した下記工事の施工に際し、貴市から要請のあった「公共工事等の適正な施工について」（裏面）の趣旨を理解し遵守いたします。
なお、要請に反する行為等を行った場合には、いかなる措置を受けようとも異存ありません。
記
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「公共工事等の適正な施工について」は裏面に掲載
入札参加希望者　各位
古 賀 市 長
公共工事等の適正な施工について
本市公共工事等の施工にあたっては、建設業法等関係法令はもとより、本市財務規則及び工事請負契約約款等を厳守するとともに、下記事項に十分に注意のうえ施工してください。
なお、これら関係法令等に違反した場合は、発注者として契約解除や指名停止等の厳格な措置をとることがありますので、念のため申し添えます｡また、土木工事共通仕様書、土木工事施工管理の手引（福岡県県土整備部刊）も参考にしてください。
記
１．施工にあたっての提出書類等
（１）契約の締結
３００万円以上の工事の契約については、保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、契約書、誓約書、保証証書を契約担当課に提出すること。なお、特段の事情がある場合は、必ず事前協議をすること。
３００万円未満の工事の契約は、履行保証保険契約の締結を要しません。
（２）その他の提出書類
その他の提出書類については、担当課に提出するとともに、速やかに着手すること。
２．施工にあたっての留意事項
（１）労働者保護等について
工事の施工にあたっては、労働安全衛生法等に基づき、安全衛生管理に万全を尽くし事故の未然防止に努めるとともに、工事に従事する労働者の労働条件については、各種の法令等を厳守してください。
※ 建設業退職金共済組合（建退共）に加入し、掛金収納書を速やかに工事担当課に提出すること。
※「労災保険」には、必ず加入すること。
（２）事故防止について
工事の施工にあたっては、交通安全対策を講じることはもちろん、特に水道管、下水道管、ガス管、電話線等の地下埋設物に対する事故防止のため、関係機関との事前協議を行い万全の体制をとり、事故が起きないよう十分注意をはらうこと。　※ 万一、工事事故が発生した場合は、遅滞なく工事担当課に報告すること。
（３）暴力団関係業者の排除について
本市が古賀市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、下記枠内の記載事項について説明を熟読し、下記事項①から⑥を了解すること。

①工事請負契約約款第47条の３（以下「暴力団排除条項」という。）第１項各号のいずれにも該当しないこと。

②暴力団排除条項第１項第１号又は第２号に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出すること。

③古賀市指名停止措置要綱に基づく指名停止の措置を受けている者及び暴力団排除条項第１項各号に該当する者を下請負人（一次及び二次下請以降すべての下請負人を含む。以下同じ。）としないこと。

④暴力団排除条項第１項各号に該当する者を下請負人としていて、古賀市から当該下請契約の解除（当該下請契約の当事者でない場合は、当事者に対して解除を求めることを含む。以下「解除等」という。）を求められた場合は、解除等の求めに従うこと。
⑤暴力団関係業者等から、下請の強要や妨害等があった場合､金銭的代償措置で解決せず毅然とした態度で臨み、警察に通報すること。
⑥不当な介入や要求には断固として拒否し、暴力的行為等被害に対しては、その事実を隠すことなく速やかに警察へ被害届を出すとともに、捜査に協力すること。

３．業者の選定等について
（１）下請業者との契約に際しては、対等、公正な契約を締結すること。
（２）下請業者は、可能な限り地元業者から選定すること。
（３）地場で生産、製作されている原材料及び資材等を可能な限り使用すること。
（４）工事に使用される原材料及び資材等は、地元業者から購入するよう努めること。
４．不正事件の防止について
本市は公共工事の発注に際して､常に公正かつ適正な執行を行うよう努めております。業者各位においても不正事件の防止、絶滅を期するため、次の事項を厳守してください。
（１）職員に中元、歳暮、餞別、土産等を贈ったり、金品を貸したりしないこと。
（２）職員をマージャン、ゴルフ、旅行、飲食等に誘ったり、職員に仕事を頼んだり、職員をアルバイトに雇ったりしないこと。
（３）職員に、その他一切の利益の供与をしないこと。

暴力団排除条項第１項第９号の解釈について
  「密接な交際」とは、例えば友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしていることである。
「社会的に非難される関係」とは、例えば構成員等を自らが主催するパーティその他の会合に招待するような関係又は構成員等が主催するパーティその他の会合に出席するような関係である。
